





















な地租改正事業の実施にとりかかり、同時に大蔵省事務総裁大隈重信は、四十四章がらなる地方官心得を示達し、改正事業の細則を指示したのが、日新政府が主要な財源を地租に求める限り「改租」の目的 「旧来ノ歳入ヲ減ゼザル」にあったし、この目的に添って改正事業を強行に推進せざるを得 った為め、各地方の改正事業実施に除して、さまざまなニュアジスを持 て打出される結果になった。
「従前其法一ナラス寛苛軽重率ネ其平ヲ得そのテ之ヲ改正セ
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経費の全面的農民負担と大きな制約下にある土地所有者 参加発言とにあった。それ故、改正事業が順調 行なわれた地方 おいては、問題は少ないが、一方容易に農民側が承服せず、協力しない地方では、政府はあらゆる手段でこの農民の説得を試みるのである。叉農民が実際上承服、参加、協力しない形では改正 一歩だに推し進めることは出来なか
っ
た
のであ
る
。
こ
の
ため新政府
代、改正事業に一部農民を積極 に参加 協力
さ
ためにも、地租
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改正を最小限維新政権の支持基盤として確保するため．地主層
の
反撲を回避し得るものに落付かざるを得なかった
c
ある時期において、ある程度の妥協と譲歩を余儀な
く
された
c
か
L
る動きは「減租の詔勅」及び「地価据置」などを考察するこ
とによって一層明確にし得る ではな るうか、叉こ
の
改正事業
に参加した一部農村有力者の政治への積極的な自覚を促す契機ともなり、明治十年代における自由民権運動の急速な発展に果し彼らの役割の大きさとを考えるとき、看逃し得
な
い問題な
の
で
あ
『h v o
註ω
広島県双三郡史には次のように述べている。「地価を定め大蔵省に提出して其裁可を請いたるに、直ちに
裁可を与えざるのみならず、地価に向って更に増額を命じ、県よりは収穫高に対して内示額なるものを示して、其更
E
を
促せり、上会下会が折角精議を尽して確定したる地価は、右の
如〈上司の暴断に反い、之を地の各等
K
分配するに当
hp
て
不公平を極めたるものあり云々」一
ω
神奈川県中郡高部室村粕屋、山口家文書「地事故
E
農民蓑
均」所収
｝ 二 九
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